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ウィスラーのリゾー ト開発戦略

7月 2日 、2010年の第 21回冬季オリンピック大会の開催地がカナダのバンクーバー/ウ イ

スラーに決定し、バンクーバーの人たちの喜ぶ姿がTVの画面に踊つた。スキー競技の会

場となるウィスラーは、バンクーバーの北方およそ 120キ ロ、整然とした山麓のビレッジ

をベースに、ウィスラー山とブラッコム山の斜面に 33本のリフトをかけ、200を超えるコ

ースを有する世界最大級のスキー場である。              、      ■

ウィスラーが、いつかは冬季オリンピックの開催をと意識するきつかけとなつたのは、遠

く 1960年、カリフォルニア州のスコーバレーで第 8回大会が開催された時であるという。

このときからウィスラーのスキー場開発への歩みが始まるのだが、スキー場としての適性

は素晴らしかつたものの、1964年の時点で、まだ定住人口わずか 250人、汽車は通つてい

たが、道路はなく、電気も下水施設もない山間の集落に過ぎなかつた。翌 1965年、
バンク

ーバーからのハイウェイが開通したのを機に、四人乗リゴンドラ 1基、二人乗リチェアリ

フト1基、Tバー2基、休憩用ロッジ 1軒が建設され、翌年のシーズンからスキー場として

オープンした。

スキー場の開発として、ここらあたりまでは、おそらく日本のスキー場とあまり変わらぬ

スター トであつたろう。しかし、その後の展開は、無秩序な開発に蝕まれる日本のスキー

場にくらべ、日うるさい観光研究者の間でも、持続可能な観光開発の理想モデルとして絶

賛される山岳リゾー トとして発展していく。

1975年、早くも開発の行き過ぎを懸念したウィスラーは、ブリティッシュ・コロンビア州

政府に働きかけ、州法 「ウィスラー・ リゾー トミュニシパリティ法」によつて、初
のリゾ

ー ト自治体の特別指定を受け、州政府の援助と無制限の資金借 り入れの権限、それに観光

開発を法によつて規制する自治権を与えられた。翌年ウィスラー総合開発計画を策定し、

これによつて、ウィスラーをどのようなコミュニティとして発展させ、どのように開発を

進めていくかの基本戦略を決定した。同時に、この基本戦略に基づいて詳細な実行計画

0伍cial Community Plan(OCP)が 作成され、総合開発計画が示すウィスラーの望ましい

リゾー ト像を実現するために、コミュニティ域内のゾーン指定を行い、どこにどのような

施設・サービスを、どれだけの時間をかけて、どのように開発していくかが詳細に定めら

れた。OCPはほぼ 5年おきに見直され、1989年の第 3次計画では、夏期シーズン向けの

開発を重視し、通年リゾー トヘの転進を目指している。現在の第 4次 OCPは 1994年に作

成されたものである。

ウィスラーの開発方式は、開発を抑市1し ようとするのではなく、あらか じめどのような
コ

ミュニティを目指すかとい うコンセプ トとゴールを明快に示 し、その日標達成に向けて開

」



発の進捗状況をチェックしつつ、コミュニティの成長を管理しながら進めて
いこうとする

ものである。そのために不可欠なのが、発展ないし変化の度合いを示す指標の設定とそ
の

継続的測定である。ウィスラーの場合、居住者の住宅から観光客向けの宿泊施設
の数とベ

ッド数といつた「開発指標」から、大気汚染度や水質、植生の状態、美観など
の 「環境指

標」、居住者の人口構成、犯罪率、雇用数などの
「社会指標」、住民と観光客の満足度に関

わる「満足度指標」、エネルギーや飲料水の使用量、ごみ処理施設の許容量、レクリ
エーシ

ョン施設の利用度や怪我などによる緊急医療件数などの
「インフラ 。公共サービス指標」、

そして、ハイウエイの自動車交通量から、域内の手段別交通量、駐車場の利用率などの
「交

通指標」まで、7分野 54指標について毎年モニター調査を実施している。これらによる数

値を過去と対比し、その変化に基づいて、行政、住民、関係企業などが協議し
つつ、開発

の手綱を引き締めたり緩めたりしてきている。

ちなみに、2001年の調査によると、居住者用、観光客用の両方を含む 9種類の住宅の建設

許容総ベッド数は 55,031ベ ッド、2000年末現在建設済み 46,387ベ ッド、差引き 8,644ベ

ッドが今後建設可能であり、そのブレイクダウンまで詳細に示されている。ウィ
スラーが

進めてきたこうした開発方式は、成長管理方式 grOwth managementと 呼ばれ、その手法

の中には、限界収容力 carrying capaciサ から、変化の容認限界 limits of acceptable change

まで、持続可能な開発の理論や手法を総合的に利用する一方、観光開発理論研究に多く
の

根拠と実例を提供している。何よりも、コミュニティの自治権を確立し、徹底した情報公

開によつて、住民や関係企業などあらゆる関係者との合意を形成する進め方は高く評価さ

れている。

百聞は一見にしかずという。2010年の冬季オリンピックの開催地に指定されたことにより、

ウィスラーの開発のあり方は一段とクローズアップされるであろう。ビレッジの地下に広

大な駐車スペースを設けて、道路や公共のスペースから車を締め出し、歩行者や自転車に

のみ開放していることひとつをとつても、居住者、観光客双方に快適なビレッジライ
フを

保証し、美観を維持しようとするコミュ■ティの明確な意思が伝わってくる。

2001年現在、人口はほぼ 1万人ちょうど、冬のスキー場として著名であるだけでなく、年

間約 200万人の訪問客 (う ち冬季が 80万人)を迎える北米屈指の通年型山岳リゾー ト
ヘと

成長した。ここまでの道が平坦だったわけでは決してない。開発ゾーンを限定する
ことひ

とつをとつても、開発ゾーンを外れる利害関係者との調整が難航 したが、こうした難問も

粘り強くクリアしてきた。むしろ、今後オリンピック開催決定によつて多大な開発圧力
が

かかってくるのが,い配で、これまでの開発理念といかに調整するかが大きな問題となろう。

観光開発の抱える問題は、多様ではあるが、基本は同じである。わが国の観光産業
が、ウ

ィスラーの発展史 (イ ンターネットでの情報公開も徹底している)か ら学ぶべきことは多

いはずである。
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